
貴重な針葉樹林を破壊する

地熱開発計画

2013年６月、大雪山国立公園のトムラウシ山麓

で電源開発株式会社（以下電源開発）が地熱発電

の調査を計画していることが明らかになった（北

海道新聞2013年６月４日付）。これは、原発事故

さらには原発の停止にともなう自然再生可能エネ

ルギーの利用促進のため、環境省が国立公園内で

の地熱発電の制限緩和を決定（2012年３月）した

ことを受けての動きであった。そして同年９月13

日に開催された新得町議会で町長が初期調査に問

題ないと発言した（北海道新聞2013年９月14日

付）。

電源開発の計画は、トムラウシ地区（国立公園

の地種区分による第２種・第３種特別地域）の約

2,700haを調査範囲として、そこで地表調査・調

査井掘削・噴気試験などを行うというものである。

電源開発の調査が計画されている地域は、北側

が特別保護地区 、北西側が第１種特別地域 に

接するとともに、すぐ東側には十勝川源流部原生

自然環境保全地域がある（図１）。

十勝川源流部原生自然環境保全地域（1,035ha）

は、エゾマツ・トドマツを主とする亜高山針葉樹

林で、樹高30mに達するエゾマツが多く見られ

る。原生自然環境保全地域とは環境大臣が「人の

活動の影響を受けることなく原生の状態を維持し

ている地域」として指定したもので、十勝川源流

部のほか、遠音別岳（北海道）・南硫黄島（東京

都）・大井川源流部（静岡県）・屋久島（鹿児島県）

の全国に５ヵ所しかない。

また、北海道森林管理局は、この地域を十勝川

上流森林生物遺伝資源保存林に指定しており、原

生自然環境保全地域を「トドマツ・エゾマツ原生

保護林」、またその周辺地域を「大雪山原生林保護

林」としている。十勝川源流部原生自然環境保全

地域周辺の森林はかつての伐採により劣化した

が、林野庁は更生プロジェクトに着手し、本来の

森林を復元する取り組みを始めている。このよう

に、十勝川源流一帯は、我が国のなかで、森林保

護上重要な地域なのである。
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注１ 特別保護地区・第１種特別地域：自然公園法では、自然公園（国立公園・国定公園など）の風致景観の維持のた

め、自然環境を改変する各種行為を制限している。自然公園内に地種区分を決めて、その地域における規制の基

準を定めている。地種区分は大きく特別地域と普通地域があり、規制の程度により特別地域はさらに特別保護地

区と

をも

種・第２種・第３種特別地域の４段階に分けられる。特別保護地区はとくにすぐれた自然景観や原始状

態を保持している地区で、現状を変えることは許されない。第１種特別地域は特別保護地区に準ずる景観

要な

ち、

特別地域のうちで風致を維持する必要性が最も高い地域で、現在の景観を極力保護することが必

つと

地域、第２

種特別地域は農林漁業活動について が必めて調整を図ること 域、要な地 と
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環境省の規制緩和

2012年３月27日付で自然環境局長通知「国立・

国定公園内における地熱開発の取扱いについて」

（環境省 2012）が出されたが、これの「２．国立・

国定公園内の各地種区分における地熱開発の段階

ごとの取扱いについて」に規制緩和のことが書か

れている。

⑴には、特別保護地区・第１種特別地域につい

ては認めない。これらの区域外からの傾斜掘削も

認めないとあり、従前の方針が堅持されている。

問題は⑵である。第２種・第３種特別地域につい

ては、原則として認めない。ただし、地域外から

の傾斜掘削については個別に判断して認めるとあ

る。ここまではこれまで通りなのだが、これに続

いて以下のような文章が出てくる。

また、現下の情勢にかんがみ、特に、自然環境

の保全と地熱開発の調和が十分に図られる優良

事例の形成について検証を行うこととし、以下

に掲げるような特段の取組が行われる事例を選

択した上で、その取組の実施状況等についての

継続的な確認を行い、真に優良事例としてふさ

わしいものであると判断される場合は、掘削や

工作物の設置の可能性についても個別に検討し

た上で、その実施について認めることができる

ものとする。

･地域協議会など、地熱開発事業者と、地方自

治体、地域住民、自然保護団体、温泉事業者

等の関係者との地域における合意形成の場の

構築

･公平公正な地域協議会の構成や、その適切な

運営等を通じた地域合意の形成

･発電所の建屋の高さの低減、蒸気生産基地の

集約化、配管の適切な取り回しなど、当該地

域における自然環境、風致景観及び公園利用

への影響を最小限にとどめるための技術や手

法の投入、そのための造園や植生等の専門家

の活用

･地熱開発の実施に際しての、地熱関連施設の

設置に伴う環境への影響を緩和するための周

辺の荒廃地の緑化や廃屋の撤去等の取組、温

泉事業者や農業者への熱水供給など、地域へ

の貢献

･長期にわたる自然環境や温泉その他について

のモニタリングと、地域に対する情報の開

示・共有

これを、マスコミは「地元住民との合意形成や、

環境影響を最小限にとどめる技術の活用などを条

件に、保護が必要な『特別地域』内で地表から真っ

すぐ掘る『垂直掘り』や発電所の建設を認める。」

（日経web版2012年３月21日）と報道した。つま

り「優良事例」であれば第２種・第３種特別地域

での地熱開発を認めるということである。

このように、2012年３月の環境省の規制緩和の

図１ 電源開発株式会社によるトムラウシ地熱発電計画の調査範囲および周辺の地種区分
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核心は第２種・第３種特別地域での開発を容認す

る方向を打ち出したことにある。

これに対し、日本自然保護協会は「国立・国定

公園は、生物多様性保全の屋台骨であり自然保護

区である。この核心部に地上・地下ともにどのよ

うな影響を及ぼすか未知数であり、検証が必要な

発電施設を作ることは、将来に大きな禍根を残す

ことになり環境行政の後退といわざるを得ない」

とするコメントを出した（2012年３月21日）。

自然保護団体としては、本当に優良事例となり

うるのか厳しくチェックしなければならない段階

に入ったと言える。

電源開発との話し合いと

住民説明会

2013年10月、当協会は電源開発と新得町に地

熱発電計画の説明を求める申し入れを行った。電

源開発はこれに応じ説明の場を設けたが、１週間

後には地域協議会への参加の打診をしてきた。地

域協議会の前に環境への影響について議論するこ

とが必要として、同年12月に12項目の質問書を

送付し、回答を求めた。

質問書の主な項目は、施設規模・坑井の再掘削

の必要性・還元熱水の動向と硫酸の影響・鬼首地

熱発電所の爆発的噴出のメカニズムと事故原

因 ・くみ上げる熱水 中のヒ素などの有害物

質・大気中に放出される硫化水素の影響・冷却塔

からの水蒸気による周辺植生への着氷被害・生産

井の騒音の実態・地熱発電開発にともなう地震発

生である。

電源開発の回答（2014年２月）は極めて楽観的

なものであったことから、不充分な点について再

質問するとともに、地域協議会について追加質問

をした。

電源開発は地域協議会について以下のように回

答（概要）してきた（同年３月）。

･先例地事例を勘案し新得町と相談して検討し

ている。

･目的は自然環境保全と調和を図りつつ、活用

について研究する。

･自由な意見交換の場とする。

･合意形成は全会一致を基本とする。合意内容

と異なる意見も尊重する。

これでは、発電を前提に議論することになり、

合意形成について矛盾していることから、再質問

したが、再回答（同年５月）でも合意形成につい

ては納得できるものではなかった。

2014年４月８日、電源開発は新得町において住

民説明会を開催した。町民からは、トムラウシの

自然環境を把握しているのか、調査による野生動

物への影響が懸念される、濃硫酸の使用による自

然環境への影響があるのではないか、トムラウシ

温泉の湧出に影響が出るのではないか、森林復元

作業をしているところでの森林開発はおかしいの

ではないか、地域協議会がどのようなものなのか

説明がない、といった意見や疑問が次々と出され、

時間切れで打ち切られるという異例の説明会と

なった。総じて、電源開発は開発予定地の自然に

対する認識が欠如していることが明らかになった。

計画中止の要望書提出

2014年４月19日、当協会は寺島一男氏（大雪と

石狩の自然を守る会代表）を迎えて講演会「国立

公園における地熱発電を考える」を開催した（寺

島 2014）。市民の関心も高く70名を超える参加が

あった。開発側の説明では地熱発電のメリットば

かりが強調されているが、講演では隠蔽されてい

るさまざまなデメリットが明らかにされ、「国立公

園に巨大工場を出現させてはいけない」との思い

が参加者に共有された。

2014年６月、今こそ反対の声をあげるべき時期

であるとして、経済産業省・環境省などに計画中

止の要望書を提出する準備を進めた。その際、出

来るだけ多くの団体に賛同を求めていくことが確

認された。

まず、新得おもしろ調査隊との間で協議が持た

れ、提出の合意ができた。新得おもしろ調査隊は、

町内の十勝川源流部を考える会にも声をかけるこ

とになり、十勝川源流部を考える会もその呼びか

けに応え合意をした。

当協会は北海道自然保護連合に結集しており、

共同代表を出していたので、連合に声をかけ、こ

こにも合意していただいた。同じ構成団体の大雪

と石狩の自然を守る会と一般社団法人北海道自然

保護協会もそれぞれ提出団体として名を連ねるこ

とになった。そして公益財団法人日本自然保護協

注２ 事故原因：宮城県大崎市鳴子温泉の鬼首地熱発電所（電源開発株式会社、15,000kW）で2010年10月17日に高

温の水蒸気が高さ30mまで噴き上げ、作業員１人が死亡、１人が全身火傷の重症をおう事故が起きた。

注３ 熱水：地下のマグマや高温岩体によって加熱された高温（100～350℃）の水（その起源は海水や地表水）。熱水は

まわりの岩石に含まれる重金属などの微量成分を溶かし、冷却するとそれらを沈殿して鉱床を作る。地表に湧き

出た冷却した熱水が温泉である。
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会にも協力を要請すると、ただちに快諾の返事が

きた。連名提出の合意形成をするなかで文案の整

理が行われた。

要望書の骨子は次のようである（資料１）。

⑴ 大雪山国立公園は日本最大の国立公園であ

り、国際的にきわめて高く評価される地域で

ある。

⑵ 計画されているトムラウシ山麓東部には生

物多様性保全の屋台骨ともいえる原生自然環

境保全地域があり、この隣接部での開発は大

きな問題がある。

⑶ 林野庁は十勝川源流部原生自然環境保全地

域の周辺地域で更生プロジェクトに着手し、

本来の森林を復元する取り組みを始めたとこ

ろである。

かくして７団体が計画中止を求める要望書を提

出することになったのである。提出先は、経済産

業大臣・環境大臣・林野庁長官・新得町長である。

10月27日付で関係省庁に送付し、地元自治体で

ある新得町には同日新得おもしろ調査隊・十勝川

源流部を考える会とともに町長に面談のうえ手渡

した（資料２）。また、事業者である電源開発に対

しても、同主旨の文書を送付した。

新得町でのシンポジウム開催

新得町は経済産業省より「2014年度地熱開発理

解促進関連事業支援補助金」を受けており、それ

を原資にして「先進地（九州電力八丁原発電所：

大分県九重町にある11万 kW の我が国最大の地

熱発電所）視察（2014年11月30日～12月２日）」

を実施した。参加案内が当協会にもあったが、こ

の補助金が「地熱資源開発への理解促進に資する

事業に要する経費を補助することで、地域住民へ

の開発に対する理解を促進し、もって地熱資源開

発の推進に資することを目的」とするものである

ことから、要望書提出時に参加しないことを回答

した。また、2015年２月には、この補助金による

講演会が町内で開催された。

要望書を提出した力でさらに反対の声を広めよ

うとシンポジウムが企画された。新得おもしろ調

査隊・十勝川源流部を考える会と協議し、2015年

４月18日、地元新得町で行うことに決まった。「大

雪山国立公園トムラウシの地熱発電計画を問う」

をテーマに講演（報告）とディスカッションの２

部立てとし、講師には在田一則氏（北海道自然保

護協会）・寺島一男氏（大雪と石狩の自然を守る

会）・辻村千尋氏（日本自然保護協会）にお願いし

た。要望書の共同提出団体が一堂に会することに

なった。町内向けの案内には賛同者の氏名が記載

されたチラシ（資料３）も配布された。

当日は80名を超える参加者で会場は熱気に包

まれた。とくに町民の参加が多く、この問題に大き

な関心を寄せていることがうかがえた（写真１）。

翌日の４月19日には、帯広市で当協会の定例総

会に先立ち、辻村千尋氏の講演会「国立公園にお

ける地熱開発の規制緩和の経緯と問題点」を開催

した。前日語りきれなかったものを含めた濃密な

話題に参加者の認識もいっそう深まった。

今後の運動の展望

「トムラウシ地熱発電計画中止要望書」を提出し

てから１年以上が経つが、優良事例の条件たる「地

元の合意形成」が作れず、推進側の目立った動き

は見られない。

しかし、全国的な視点では、地熱推進側は国立・

国定公園での開発に依然食指を伸ばして環境省に

圧力をかけている。その反映が2015年10月２日

に発表された環境省通知「国立・国定公園内にお

ける地熱開発の取扱いについて」（環境省 2015）

であり、新たな２つの「規制緩和」である。

一つは第１種特別地域の地下にある地熱資源ま

で傾斜掘削を可能にしたことであり、もう一つは

建築物に対する高さ規制の撤廃である。これ以上

の規制緩和を許さない自然保護側の力の結集が必

要となっている。

今後も情報を収集し、計画の破棄まで粘り強く

やっていきたいと決意している。
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資料１ 大雪山国立公園内トムラウシ地区地熱発電計画中止の要望書（2014年10月27日提出）
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資料２ 「地熱発電計画中止の要望書」を新得町長に提出（十勝毎日新聞2014年10月27日）
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資料３ シンポジウム「大雪山国立公園トムラウシの地熱発電計画を問う」のチラシ
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